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  本研究の背景 

近年、 携帯電話は急速に 普及し、 その利用法 は 電話として用いられるにとどまらず、 様々な 

帯電話が開発されており。 その競争は激化の 一途をたどっている。 しかし、 これらの携帯電話のほとんど 

籠やサービスを 求める「ケータイ 強者」を対象としており、 「ケータイ弱者」に 対しては、 一 

部の機器改良にとどまっているにすぎない。 加えて。 帯電話の多機能化と 共に。 その利用についても 多様化 

んでいる。 このことから。 新規技術や新 能の導入に従い、 両者の格差は 今後益々拡大することが 

、 新規技術と利用者意識とのギヤ ソプ が拡大することが 考えられる。 さらに、 このギヤ ップ の拡大に 

一 タイ 調杓 層も拡大する 可能，性があ り。 近い将来に知 不足に よ る被害事例が 頻発することが 懸念される。 

このような背景から、 筆者らほ 2 、 けて、 ケータイ弱者を 対象に、 より ニーザ一 が安 

全 に携帯電話を 使いこなすことを 目的とした研究を 実施した ' 。 本研究でほ。 まず。 都市部。 地方の携帯電話 

ユーザーを対象としたアンケート 調査や現在販売されている 携帯電話の分析を 基に、 特定地域の携帯電話 ュ一 

ザ 一のスキルレベルの 分析を行った。 その上で、 ケータイ弱者に 不足している 携帯電話利用のスキルと。 その 

ニーザ一 に 対する知識伝達手法の 研究を行った。 本研究により、 ユーザーへの 調査によりケ - タイ弱者層を 抽 

出し、 不足している 知識やスキルについて 明らかにした 上で、 そのボトムアップを 可能にする手法の 

る 。 本報告では。 このよ j な知識伝達手法の 確立を目的として、 ユーザーへのアンケート 調査を基に宮城 

原 本吉郡 南 三陸町で実施した、 講習会形式の 知識伝達プロバラムの 試行的実践について、 その手法と実施結果 

を 述べ、 その効果について 考察する。 

2 。 知識伝達手法の 選定 

知識伝達プロバラムの 検討に伴い、 まず知識伝達手法の 選定を行った。 知識伝達手法には。 マニュアルの 作 

成。 配布。 新聞などによる 広告。 書籍の執筆。 個別訪問、 講演会。 講習会など様々な 手法が考えられるが、 本 

習合形式を採用した、 。 

この講習会形式を 採用した理由としては。 器を身近に感じることができる。 2. 自分の知りたいこと 

をその場で聞くことができる。 3. 高年齢者が、 反復練習により 体で覚えることが 可能、   参加者同士の ヱンタ 

ングルメント ( 相乗効果 ) 、 という っの 理由があ る。 

工 こついては。 講習会参加者が 携帯電話を使ったことがない、 もしく 、 保有しているが 使 う ことに対して 

何らかの不安を 持つていることが 活用の妨げとなっていることから、 知 を 持ったスタッフと 一緒に携帯電言舌 

を 用いた実習を 行ってもら ぅ ことで。 携帯機器を よ り身近に感じることが 可能になると 思われる。 また。 2 、 3 

に挙げた よう にその場で疑問や 不安を解消しながら。 反復練習を行 う ことに よ り。 参加者に携帯機器を 用いた 

新しいコミュニケーションの 手段を 得してもらい、 日常の生活に 生かして頂くことが 望まれる。 最後に。 一 

定数の参加者を 集めて講習会を 行うことで、 参加者間での 啓発や。 講習会後の互助を 期待することが 可能であ 

るとともに、 プロバラムの 運営の視点からも 個別訪問と比較して 効率のよい知識伝達を 実現することができる。 

以上のように、 実際に本知識伝達プロバラムの 試行的実践を 行う形式として、 講習会形式を 採用し。 参加者 

の方々に実際に 携帯機器を使用してもらいながら。 必 、 要に応じて複数のスタッフがサポートを 行う体制が本 プ 
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ログラムの試行には 最適であ ると考えられる。 

3 。 講習会プロバラムの 検討 

講習会プロバラムの 検討にあ たっては、 講習会参加者となる 志津川地域の 住民に対する 携帯電話の利用 ス 

キか や使用への不安。 使用したい機能などに 関するアンケート 調査結果を参考にした。 これは。 アンケート 

調査結果により 正確に講習会の 対象となる参加者の 状況について 分析するとともに、 使用する携帯電話につ 

いて、 どのような機能やその 能 に対する使用説明書が 用意されているか 確認するためであ る。 アンケート 

ロー 27 日 & こ 当該地域の柊 3 人から回答を 得た 2 。 この調査結果より、 講習会の具体的 

携帯電話の各機能の 使用頻度を問うアンケート 調査結果から、 当該地域にほケータイ 弱者。 通話中心 ュ一 

ザ一 。 パケット中心 ユーザ ニケータイ強者の 種類の ニーザ一 が存在することが 判明した。 このなかで、 

弱者については 携帯電話は所持しているが 通 用は 他のグループの ニーザ一 と比較して半分以下であ り " 

その他の機能に 対する利用度も 著しく低いことがわかった。 また。 唯一利用されている 通話に対しても。 昔 

量の設定や、 文字サイズの 調整が使用に しての不安要因となっていた。 このアンケート 結果から、 

内容として通話に 関する実習などゲータ 弱者に特徴的なスキル 不足の増強 や " アンケート結果によ 

- プを 問わず不安の 声が項目に対する 解説や実習、 共通して認知度が 低かった基本スキルが 適当であ ると 考 

えられ、 このことから、 アンケート結果より 以下の表 & に示 習 内容候補が抽出された。 

アンケー 卜 結果 ょ 補 

この中で、 通話に関する 項目についてばケータイ 弱者に特徴的なスキルが 不足する事項であ り。 通話の方 

法や音量の調整、 文字サイズの 設定についてこのグループを 対象としたスキルの 底上げが必要なことが 分か 

った 。 また、 - 方で 料 体系や健康に 関わるトピック。 セキュリティについてほバループに 関わらず不安を 

感じており。 適切な理 と スキルの習得が 望まれていることが 分かった。 さらに、 アンケート調査結果から 

すべてのグル - プに共通して 値の低かったスキルとして 暗証番号の管理が 挙げられた " 

以上の結果から、 上記の内容について ユーザ 一のスキル向上を 目的とした講習会を 実施することとした。 

  講習会の実施 

以上の検討に 基づき、 宮城県本吉郡 南 三陸町に した。 茶講習会は 

陸町 志津川地域で 3 回、 同 歌 浄地域 5 月に同志津川地域で 2 回の総計 6 

回を開催した。 講習会の所要時間は 分 であ り、 a テーマ を 含めた基本的な 所要時間を る 

して。 希望者 は 個別に追加で 3 能 であ る。 また、 ; の形式は知識補完のための 前半 

電話クイズ終了後 は 参加者 工 名に 名 がつくマンツーマン 指導形式であ り、 計 5 名のスタッフで 個 

に 実習の指導にあ たった。 また。 実習の際には 蜀 の 各 キャリアの携帯電話計五 

種の取扱説明書を 用意し。 参加者の個別の 要望 フ 準備した。 このようにマンツーマ 

ン 指導形式をとる ; 習 会を開催しながら。 開催ごとにフィードバッタを 次回の 習 会に反映させて 計 6 回の 

講習会を開催した。 講習会に先立ち。 当該地域の参加希望者を 募るための新聞広告を 掲載した。 

一 245 一 



電 言舌を 
こ 、 ㌃ ケ 

習の目的の説明、 知識補完のための 携帯電話に関するタイズ、 

ほ 前述した志津川地域の 調 

一 タイと防災」以覚に。 以 

正 。 ケータイで話そ う 2 。 文章を書こ う 。 読も う 3 。 暗証番号について 知ろ う 

4 。 お得に使お う 5, 安全に使お う 

習合冒頭の講習の 目的の説明では。 安全かっ安心金モバイル 

のために必要な 知識を伝えることが 目的であ り。 そのための 

えた。 まだ、 南 陸 町の地域の特徴とアンケート 調査の結果から。 
使用が一般的で ることと、 防災に対する 意識が強いことから、 当該 

次 もこ、 参 刃ロ 者 @ こ 携帯 器 をより身近に 感じていただき。 かっ 、 携 

ための携帯電話に 関するクイズを 行った。 このタイ ズ で取り上げた 

①携帯電話の 動作原理に関する 問 ⑤携帯電話の 機能に関する 

② 日本の携帯電話の ⑥携帯電話を 紛失した際の 対処法に関する 問 

③ 日本の携帯電話の 利用状況に ⑦携帯電話を 用いた 犯 『に関する 問 

④携帯電話の 利用法に関する 問 

携帯電話を用いた 実習でほ、 参加者の方 柁に 普段使用している 帯電言舌を持参してもらい。 スタッフが マ 

ンツーマンで 指導しながら 上記の テーマから 2 テーマ。 もしくはそれ 以上のテーマについて 実習を行った。 

帯電話を所有していない 参加者については。 準備しておいた 携帯電話を参加者に 貸し出して実習を 行った。 

講習会を行った 恵姉陸町の地域特性から、 の 「ケータイと 防災」についてほ 非常に参加者の 輿 昧が 高か 

っ たため、 実習 は 「ケータイと 防災」を参加者全員の 共通課題とし。 それ以外のテーマについては 好きなテ 

一 でを 選択して実施する 形式とした。 実習では、 テーマ別に習得を 目標とする 課 ほ ついてワータシートを 

用意し、 参加者がそのワークシートに 取扱説明書から 使用法などの 情報をまとめることで。 講習会終了後も 

習得した知識を 復習することを 可能とした " 実習時は時間の 範囲内で最大限実習内容を 反復 

よ う 努めた。 

5 。 参加者へのアンケード 結果 

講習会では参加者を 対象に講習会終了後にアンケートを 行い。 参加者の満足度を 調べた。 アンケートの 結 

果 を図互に示す。 この結果から。 講習会の実習内容も 含めて参加者がおおむね 講習内容について 理解し。 そ 

してその講習内容により 参加者の携帯電話に 対する印象が 変化していることが 示された。 

全く変わらないっ 

  25             。 。 5 『 ""   
  0 I     

購、 ね ね い 鰻う 思わない 

図 

ぐ希 》 く 。 》 

アンケート結果 ( め本日の講習内容は 理解できましたか ? ) 今までとケータイに 対する印象は 変わ   

ましたか ? ( めまた参加したいですか ? ( ) 誰かに勧めたいですか ? 
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この結果から。 本 講習会が参加者にとって 有効であ り、 今後 複 回の開催により 更なる成果を 臨むことが 

可能であ ることが分がった。 また、 度の参加に対して 本 講習会への参加者が 意欲的であ ることから、 アン 

ケート調査を 経て設定を行った 参加者にとって 意欲を持って 取り組める内容であ ったと考える 

ことができた。 また、 本研究における 取り組みは当該地域の 新聞であ る 城洋 新聞でも 2 6 年 2 月 23 日に記 

事として取り 上げられており、 当該地域の関心の 高さを示した。 

  講習会開催後の 考察 

講習会開催後にスタッフより 以下の考察が 得られた。 まず。 文字入力での 変換の方式など、 パソコンの 

能 が作成されていることが 多いことから。 ひらがなから 漢字への変換の 操作や、 記号の入力の 

操作時に携帯電話で 初めてメールを 作成した参加者を 中心に操作を 覚えにくい。 といった現象がみられた。 

これほ、 パソコンを用いた 漢字変換などの 方法を暗黙 知 として携帯電言舌における 文字入力でも 利用している 

ことから、 機能ボタンに 変換など該当機能が 明示されていない 状態からこのような 操作を行 う ことが、 パソ 

コン、 携帯電話を通じて 初めて文字入力を 行った 習 会参加者にとっては 困難であ ることを示しており、 こ 

の層の携帯電話ヱ 一 ザ 一にとっては 携帯電話の機能の 改善が望まれていることが 明らかになった。 

また。 暗証番号について。 特にネットワークサービスの 変更などを行 う ために契約時に 申込書に記入する 

暗証番号を覚えていない 参加者が多く。 暗証番号の管理 となっていることを 裏 付けた形となった。 

翌 コードリーダ 一機能を使用する 際に より操作の違いが 大きく。 参加者が持参した 

よっては機能の 呼び出しが分かりにく もあ った。 これについてほ、 同一機能を複数 

の 端末に搭載する 際 は 同様の操作性を 確保することが 理想であ り、 携帯電話事業者、 もしくは携帯電話端末 

メーカーへの 要望となる点であ る。 

7 。 まとめ 

ケータイ弱者を 対象とした講習会形式の 知識伝達プロバラムの 試行的実践について、 その手法と実施結果 

習 内容 は 当該地域の住民約 5 名 に対する携帯電話の 操作スキルと 使用意識調査の 結果から 

性を考慮したものとなっている。 講習会 は マンツーマン 形式での べ 回 開催し、 参加者 

ほ 高い評価を得た。 このことから、 ケータイ弱者に 対する知識伝達手法として、 対 地域への携帯電 

の 利用頻度調査を 基にした講習会の 開催が有効であ り。 本 ; 習 会の開催に ょ り、 一時的な知識伝達が 

れたことを示した。 

このように、 知識移鞍伝達手法の 提案から。 対象地域での 調査の実施。 講習会の実践へと 発展させていく 

ことで、 ケータイ弱者への 知識伝達手法の 構築とその改良を 行っていくことが 可能であ り。 今後も、 本報告 

で 述べたような 知識伝達手法の 試行的実践による 更なる成果が 望まれる。 

  本研究 は 、 NT ドコモモバイル 社会研究所共同研究「ケータイ 弱者を対象とした、 携帯電話利用法に 関 

する知識伝達手法の 研究」、 並びに、 社会技術研究開発事業。 理 研究開発 ( 東京大学と共㈲ 
タイ技術の知識不足から 生じる危険の 予防策」として 実施さ 

清韓弱者対策 ～地方と都市部のケータイ 利用実態の比 
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